
当

） （決算） （決算） （

係

予算） 事業費内訳

事業

児

費　① 9,488 13

童

,222 13,434

福

10,123 合計 13

祉

,433,750 円

係

委託料 13,433,

3

750 円

財
　
源

特定

2

財源 8,085 13,

1

222 2,733 8,472

一般財源 1,403 0 10,701 1,651

職員人件費　② 1,765 5,495 496 931

総事業費（①＋②） 11,253 18,717 13,930 11,054

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 子ども・子育て支援事業費補
助金（児童手当制度改正実施

９年度以降の事業費見込 0 円滑化事業）(国)

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

度

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

（

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

令

計画
分野 福祉安心

基本

和

施策 子育て支援
施策体

７

系
施策の内容 子どもが

年

健やかに生まれ育つ環

度

境づくり

目
　
　
　
的

　

評

児童手当等の制度改正

価

に対応するため、子

主

）

た
る
内
容

　制度改正に

刈

対応するために必要な

谷

改修を行
ども・子育て

市

支援システムを改修し

事

、受給者 う。
等の情報

務

管理及び手当支給を適

事

切に行う。

位
置
づ
け

関

業

連計画 刈谷市こども計

評

画

根拠法令 子ども・子

価

育て支援法

対象者 事業

シ

期間 平成２８年度 ～

実

ー

施方法 □直営　■委託

ト

　□指定管理　□補助

（

・助成　□その他

様式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

５

部

年度実績 ６年度実績 ７

次

年度実績 ８年度計画

児

世

童手当の税一括照会機

代

能を 令和6年10月の

育

児童手当の制度児童手

成

当の制度改正に伴う統

部

先行する住基・税シス

一

テムの
実装した。また

般

、システムの 改正に対

会

応するため､システム

計

合番号連携システムの

子

レイア 標準化に対応す

ど

るために必要
標準化に

も

対応するため、国の 改

・

修を行った。 ウト改版

子

を行った。また、第2

育

な改修を行う。
標準仕

て

様書と現行システム仕

支

子保育料無償化に対応

援

するた
様の比較分析を

シ

行なった。 め、システ

ス

ム改修を行った。

成果

テ

課題

指標名称（単位）

ム

実績値 目標値

５年度 ６

改

年度 ７年度 ８年度 １０

修

年度

活動 改修進捗率（

事

％） 100.0 100

業

.0 100.0 100

担

.0 ―
指標

指標

他市と

当

の
比較検証

課 子育て推進課

款

Ｃ
　
事
　

項

業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：

目

千円
５年度 ６年度 ７年

担

度 ８年度 ７年度

（決算



係 児童福祉係

3 2 1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の

令

理由

　サーバー移行後

和

も、引き続き、安定し

８

て運用可能なシス
・法

年

的業務
高い

テムが構築

度

されることから必要性

（

は高い。
必要性 ・市民

令

ニーズ、社会需要
・市

和

民生活上必要である　

７

など

　継続的かつ安定

年

的な業務遂行のため、

度

システム機能向上
・コ

評

ストの節減、費用対効

価

果
高い

は最適であり、

）

事務の効率化を図るこ

刈

とができた。また、
効

谷

率性 ・執行体制の効率

市

性 児童手当の税一括照

事

会機能の実装により、

務

効率化とともに
・手段

事

の最適性　など 正確性

業

を向上させることがで

評

きた。

　本市で稼働し

価

ているシステムであり

シ

、機能向上のための
・

ー

市が主体となって実施

ト

する
高い

対応は必要不

（

可欠である。
妥当性 　

様

べき事業であるか
・総

式

合計画との整合性　な

２

ど

　継続的かつ安定的

）

にシステムを運用する

会

ことで市民サー

施策へ

計

の ・施策への貢献度
高

名

い
ビスの質も向上する

担

。
・目標達成度

貢献度

当

・市民サービスへの効

部

果　など

今後の方向性

次

□拡充　■現状維持　

世

□改善・効率化　□縮

代

小　□終期設定　□休

育

止・廃止

　現在運用中

成

の子ども・子育て支援

部

システムについて、安

一

定した運用を図る。

般会計
子

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　

ど

Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧

も

　
評
　
価
　
∨

・子育て支援システム改修事業
担当課 子育て推進課

款 項 目 担当



係

問支援事業の実施状況

3

（令和7年度）は、全

2

国で52.6％、愛知

1

県内で74.1％である。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 288 1,096 合計 288,081 円
委託料 288,081 円

財
　
源

特定財源 0 0 192 794

一般財源 0 0 96 302

職員人件費　② 0 0 2,894 5,080

総事業費（①＋②） 0 0 3,182 6,176

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 子ども・子育て支援交付金（
国）、地域子ども・子育て支

９年度以降の事業費見込 0 援事業費補助金（県）、子育
て世帯訪問支援利用負担金

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　

年

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

度

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

（

　
要

総合計画
分野 福祉

令

安心

基本施策 子育て支

和

援
施策体系

施策の内容

７

支援が必要な子ども・

年

家庭への支援

目
　
　
　

度

的

　家事・子育て等に

評

対して不安や負担を抱

価

え

主
た
る
内
容

　家事・

）

子育て等に対して不安

刈

や負担を抱え
る子育て

谷

家庭、妊産婦、ヤング

市

ケアラー等が る子育て

事

家庭、妊産婦、ヤング

務

ケアラー等が
いる家庭

事

の養育環境を整え、虐

業

待リスク等の いる家庭

評

の居宅に訪問支援員を

価

派遣し、家庭
高まりを

シ

未然に防ぐ。 が抱える

ー

不安や悩みを傾聴する

ト

とともに、家
事支援及

（

び育児支援を実施する

様

。

位
置
づ
け

関連計画 刈

式

谷市こども計画

根拠法

１

令 児童福祉法、刈谷市

）

子育て世帯訪問支援事

会

業実施要綱

対象者 支援

計

の必要性が認められる

名

世帯 事業期間 令和７年

担

度 ～

実施方法 □直営　

当

■委託　□指定管理　

部

□補助・助成　□その

次

他

世代育成部

一般会

Ｂ
　
事
　
業
　
実

計

　
績

５年度実績 ６年度

子

実績 ７年度実績 ８年度

育

計画

　 　 ・利用世帯　

て

 　 1世帯 必要性が

世

認められる世帯に対
　

帯

　 ・総利用日数 　　

訪

78日 し訪問支援員を

問

派遣し、家事
　 　 ・総

支

利用時間 　78時間

援

支援及び育児支援を行

事

う。
　 　
　　　―――

業

―――― 　　　―――

担

――――

　自立した生

当

活が困難と考えられる

課

家庭に対し、サポート

子

プランに基づいて計画

育

的に訪問支援員を派遣

て

し、家庭における

成果

推

養育の環境を整えるこ

進

とができた。

　育児支

課

援を行うことができる

款

訪問支援員を確保する

項

必要がある。

課題

指標

目

名称（単位）
実績値 目

担

標値

５年度 ６年度 ７年

当

度 ８年度 １０年度

活動

係

訪問支援員派遣家庭件

児

数（件） ― ― 1 ― ―
指

童

標
活動 訪問支援員派遣

福

回数（回） ― ― 78 ―

祉

―
指標

　子育て世帯訪



3 2 1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　児童福

令

祉法に基づく事業であ

和

り、子どもの養育環境

８

を整
・法的業務

高い
え

年

、虐待リスク等の高ま

度

りを未然に防ぐために

（

必要な事業
必要性 ・市

令

民ニーズ、社会需要 で

和

ある。
・市民生活上必

７

要である　など

　訪問

年

支援員の派遣について

度

は、社会福祉協議会等

評

に委託
・コストの節減

価

、費用対効果
普通

をし

）

ており、専門的なノウ

刈

ハウを活用した効率的

谷

な事業運
効率性 ・執行

市

体制の効率性 営ができ

事

ている。
・手段の最適

務

性　など

　自立した生

事

活が著しく困難と認め

業

られる状況にある家庭

評

・市が主体となって実

価

施する
高い

に対し、サ

シ

ポートプランに基づい

ー

て行う事業であるため

ト

、
妥当性 　べき事業で

（

あるか 市が主体となっ

様

て実施する必要がある

式

。
・総合計画との整合

２

性　など

　支援が必要

）

な家庭に対し、訪問支

会

援員を派遣して直接に

計

施策への ・施策への貢

名

献度
高い

養育環境を整

担

えるものであり、施策

当

への貢献度は高い。
・

部

目標達成度
貢献度 ・市

次

民サービスへの効果　

世

など

今後の方向性 ■拡

代

充　□現状維持　□改

育

善・効率化　□縮小　

成

□終期設定　□休止・

部

廃止

　令和8年度から

一

、家事支援に加えて育

般

児支援を支援メニュー

会

として実施するが、支

計

援の必要な家庭に対す

子

るサポート
プランを作

育

成する中で、より効果

て

的な支援の検討・提案

世

を行っていく。

帯訪問支

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 

援

　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評

事

　
価
　
∨

業
担当課 子育て推進課

款 項 目 担当係 児童福祉係



福

成費用給付
　金の支給

祉

　金の支給 　金の支給

係

　金の支給
　  自立

3

支援教育訓練給付金 　

2

  自立支援教育訓練

1

給付金 　  自立支援教育訓練給付金 　  自立支援教育訓練給付金
　　　　　2人  　310,780円 　　　　 2人   　500,000円 　　　　 2人　　 242,157円 　　　　 2人   　800,000円
　　高等職業訓練促進給付金 　　高等職業訓練促進給付金 　　高等職業訓練促進給付金 　　高等職業訓練促進給付金
　　　　　8人　7,321,500円 　　　　12人　12,956,500円 　　 　　9人　 7,514,500円 　　　 　9人　13,999,000円
　　公正証書等作成費用給付 　　公正証書等作成費用給付 　　公正証書等作成費用給付 　　公正証書等作成費用給付
　　金 　 9人 　 203,000円 　　金  13人 　  268,025円 　　金  12人     226,609円 　　金  21人　   400,000円

　自立支援教育訓練給付金等を支給することにより、ひとり親家庭の父又は母の自立促進を図ることができた。

成果

　自立支援教育訓練及び高等職業訓練がその後の就職等に結びつくとは限らず、修了後の支援も必要である。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 １０年度

活動 高等職業訓練促進給付金支給者数 8 12 9 9 9
指標 （人）
活動 公正証書等作成費用給付金支給者数 9 13 12 21 21
指標 （人）

 
他市との
比較検証

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　

Ｃ
　
事

∧

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位

　

：千円
５年度 ６年度 ７

　

年度 ８年度 ７年度

（決

実

算） （決算） （決算）

　

（予算） 事業費内訳

事

　

業費　① 7,835 1

施

3,725 7,983

　

15,199 合計 7,

　

983,266 円
扶

∨

助費 7,983,266 円

財
　
源

特定財源 5,772 10,226 5,929 11,299

一般財源 2,063 3,499 2,054 3,900

職員人件費　② 691 1,513 992 847

総事業費（①＋②） 8,526 15,238 8,975 16,046

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 母子家庭自立支援給付事業費
補助金（国）

９年度以降の事業費見込 0

令和８

Ｐ
　
　

年

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

度

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

（

　
概
　
要

総合計画
分野

令

福祉安心

基本施策 子育

和

て支援
施策体系

施策の

７

内容 支援が必要な子ど

年

も・家庭への支援

目
　

度

　
　
的

　ひとり親家庭

評

の母又は父の主体的な

価

能力開

主
た
る
内
容

〇自

）

立支援教育訓練給付金

刈

発の取組の支援及び継

谷

続した養育費支払の確

市

  ・講座　　国が指

事

定した講座
保を促進す

務

ることにより、ひとり

事

親家庭の生   ・給付

業

額　60％（12,0

評

01円～600,00

価

0円）
活の安定、自立

シ

促進を図る。 〇高等職

ー

業訓練促進給付金
  

ト

・資格　　看護師、介

（

護福祉士、保育士等
 

様

 ・給付額　
  　1

式

00,000円又は1

１

40,000円/月(

）

非課税世　
　　帯)
 

会

 　70,500円又

計

は110,500円/

名

月(課税世帯)
〇公正

担

証書等作成費用給付金

当

　養育費に関する公正

部

証書作成等に係る費用

次

　を助成（給付上限額

世

：40,000円）

位

代

置
づ
け

関連計画 刈谷市

育

こども計画

根拠法令 母

成

子及び父子並びに寡婦

部

福祉法、刈谷市養育費

一

に関する公正証書等作

般

成促進給付金支給要綱

会

対象者 母子家庭の母等

計

（所得制限あり） 事業

ひ

期間 平成１６年度 ～

実

と

施方法 ■直営　□委託

り

　□指定管理　□補助

親

・助成　□その他

家庭等自立支援事業

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

５

担

年度実績 ６年度実績 ７

当

年度実績 ８年度計画

・

課

自立支援教育訓練給付

子

金、 ・自立支援教育訓

育

練給付金、 ・自立支援

て

教育訓練給付金、 ・自

推

立支援教育訓練給付金

進

、
　高等職業訓練促進

課

給付金及 　高等職業訓

款

練促進給付金及 　高等

項

職業訓練促進給付金及

目

　高等職業訓練促進給

担

付金及
　び公正証書等

当

作成費用給付 　び公正

係

証書等作成費用給付 　

児

び公正証書等作成費用

童

給付 　び公正証書等作



祉係

3 2 1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　就

令

職のための資格取得費

和

用及び公正証書や調停

８

により養
・法的業務

高

年

い
育費の取決めを交わ

度

した場合の費用を助成

（

し、ひとり親家
必要性

令

・市民ニーズ、社会需

和

要 庭の児童の生活の安

７

定と健やかな成長を図

年

る必要がある。
・市民

度

生活上必要である　な

評

ど

　資格取得及び養育

価

費支払の取組が進み、

）

児童を養育・教
・コス

刈

トの節減、費用対効果

谷

高い
育するために必要

市

な費用が確保され、ひ

事

とり親家庭の自立
効率

務

性 ・執行体制の効率性

事

に繋がる。
・手段の最

業

適性　など

　母子等自

評

立支援員を配置し、離

価

婚相談の窓口である市

シ

が
・市が主体となって

ー

実施する
高い

主体とな

ト

ることで効果的な制度

（

案内をすることができ

様

る。
妥当性 　べき事業

式

であるか
・総合計画と

２

の整合性　など

　公正

）

証書等作成費用給付金

会

など、ひとり親家庭の

計

多様な

施策への ・施策

名

への貢献度
普通

ニーズ

担

に対応した自立支援策

当

を推進できている。
・

部

目標達成度
貢献度 ・市

次

民サービスへの効果　

世

など

今後の方向性 □拡

代

充　■現状維持　□改

育

善・効率化　□縮小　

成

□終期設定　□休止・

部

廃止

　引き続き、制度

一

の案内に努め、ひとり

般

親家庭の自立促進を図

会

る。

計
ひと

Ｃ
 
　

り

Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ

親

 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

家庭等自立支援事業
担当課 子育て推進課

款 項 目 担当係 児童福



福

円
　　 　高校等受験模

祉

試受験料
　　36件　

係

　 216,000円

3

　こどもの進路チャレ

2

ンジ応援補助金を支給

1

することにより、ひとり親家庭をはじめとする低所得子育て世帯のこどもの

成果
進路選択の幅を広げることができた。

　令和７年度新規事業ということもあり、まだ認知度が低い事業である。対象者や学校関係者等への周知を強化する必要

がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 １０年度

活動 大学等受験料補助申請件数（件） ― ― 48 59 80
指標
活動 高校等受験模試受験料補助申請件数 ― ― 9 36 50
指標 （件）

【大学等受験料補助を実施している周辺自治体】
他市との 名古屋市、大府市、尾張旭市等
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 1,494 8,875 合計 1,493,700 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 1,120 5,785 交付金 1,493,700 円

一般財源 0 0 374 3,090

職員人件費　② 0 0 4,134 5,926

総事業費（①＋②） 0 0 5,628 14,801

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 ひとり親家庭等生活支援事業
費補助金（県）

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　

年

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

度

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

（

　
概
　
要

総合計画
分野

令

福祉安心

基本施策 子育

和

て支援
施策体系

施策の

７

内容 支援が必要な子ど

年

も・家庭への支援

目
　

度

　
　
的

　貧困の連鎖を

評

防止する観点から、経

価

済的課

主
た
る
内
容

　こ

）

どもの生活・学習支援

刈

事業の利用登録を
題を

谷

抱えるひとり親家庭や

市

低所得子育て世帯 して

事

いる20歳未満のこど

務

も又は当該こどもを
の

事

こどもに対し、大学等

業

受験料、模試費用の 扶

評

養しているものに対し

価

、下記金額を上限と
補

シ

助を行うことで、進学

ー

に向けたチャレンジ し

ト

て補助金を交付する。

（

を後押しする。 ○大学

様

等受験料　　　 53

式

,000円
○大学等受

１

験模試費用　8,00

）

0円
○高校等受験模試

会

費用　6,000円

位

計

置
づ
け

関連計画 刈谷市

名

こども計画

根拠法令 母

担

子及び父子並びに寡婦

当

福祉法、刈谷市こども

部

の進路チャレンジ応援

次

補助金交付要綱

対象者

世

経済的に困難を抱える

代

ひとり親家庭等 事業期

育

間 令和７年度 ～

実施方

成

法 ■直営　□委託　□

部

指定管理　□補助・助

一

成　□その他

般会計
こどもの生

Ｂ
　

活

事
　
業
　
実
　
績

５年度

・

実績 ６年度実績 ７年度

学

実績 ８年度計画

　 　 ・

習

こどもの進路チャレン

支

ジ応 ・こどもの進路チ

援

ャレンジ応
　 　 　援補

事

助金の支給 　援補助金

業

の支給
　 　 　大学等受

担

験料 　大学等受験料
　

当

　 　　48件　 1,

課

370,000円 　　

子

59件　 3,127

育

,000円
　　　――

て

――――― 　　　――

推

――――― 　大学等受

進

験模試受験料 　高校等

課

受験料
    10件

款

　　　79,300円

項

　　36件　　 79

目

9,200円
　高校等

担

受験模試受験料　 　大

当

学等受験模試受験料
　

係

　 9件 　 　44

児

,400円 　　59件

童

　　 472,000



祉係

3 2 1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

貧困

令

の連鎖を防止する観点

和

から、世帯収入による

８

進学率の
・法的業務

高

年

い
差を解消する必要が

度

ある。
必要性 ・市民ニ

（

ーズ、社会需要
・市民

令

生活上必要である　な

和

ど

経済的課題を抱える

７

ひとり親家庭や低所得

年

子育て世帯のこ
・コス

度

トの節減、費用対効果

評

高い
どもに対して、高

価

校・大学等の受験料補

）

助を行うことで進
効率

刈

性 ・執行体制の効率性

谷

路選択の幅を広げるこ

市

とができる。
・手段の

事

最適性　など

学習支援

務

教室に参加することで

事

、基本的な学力や生活

業

習慣
・市が主体となっ

評

て実施する
高い

の定着

価

を図ることができる。

シ

妥当性 　べき事業であ

ー

るか
・総合計画との整

ト

合性　など

進学費用等

（

に関する他の制度の案

様

内をすることで、進学

式

意

施策への ・施策への

２

貢献度
高い

欲を持つこ

）

どものチャレンジを応

会

援することができる。

計

・目標達成度
貢献度 ・

名

市民サービスへの効果

担

　など

今後の方向性 ■

当

拡充　□現状維持　□

部

改善・効率化　□縮小

次

　□終期設定　□休止

世

・廃止

引き続き、制度

代

の案内に努め、進学に

育

向けたチャレンジの後

成

押しを進める。

部

一般会

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 

計

　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評

こ

　
価
　
∨

どもの生活・学習支援事業
担当課 子育て推進課

款 項 目 担当係 児童福



成

全育成を図るとともに

係

、保護者の子育てと仕

3

事の両立を支援するこ

2

とができ

成果
た。また

2

、入退室管理システム「コドモン」を導入し、保護者の利便性を向上させるとともに、職員の事務負担を軽減す

ることができた。

　利用希望者の増加に対応するため、適宜、各小学校の状況に合わせて新たなクラブの整備を行い、受入体制を整えると

ともに、利用者の増加等に対応し、支援員の確保や資質向上、支援体制の充実等を行い安定的な運営体制を整えることが
課題

必要である。

指標名称（単位）
実績値 目標値

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 １０年度

活動 放課後児童クラブ定員数（人） 1,560 1,560 1,600 1,680 1,760
指標

 
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 255,773 302,202 375,992 467,378 合計 375,991,719 円
報酬 285,359,228 円

財
　
源

特定財源 187,040 234,074 290,229 293,091 職員手当等 45,077,432 円
報償費 230,000 円

一般財源 68,733 68,128 85,763 174,287 旅費 4,345,020 円
需用費 10,064,849 円

職員人件費

Ｄ

　② 18,031 25

　

,085 25,634

　

27,938 役務費 2

　

,667,799 円

Ｏ

委託料 10,827,

　

553 円

総事業費（

　

①＋②） 273,80

∧

4 327,287 40

　

1,626 495,3

　

16 使用料及び賃借料

実

10,623,859

　

 円

建
設
事
業

全体事業

　

費（単位：千円） 0 ７

施

年度特定財源名称 備品

　

購入費 6,779,1

　

79 円
負担金、補助

∨

及び

７年度までの累積事業費 0 子ども・子育て支援交付金（ 交付金 8,000 円
国） 公課費 8,800 円

９年度以降の事業費見込 0 地域子ども・子育て支援事業
補助金（県）

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ

年

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

度

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

（

概
　
要

総合計画
分野 福

令

祉安心

基本施策 子育て

和

支援
施策体系

施策の内

７

容 仕事と子育ての両立

年

支援

目
　
　
　
的

　保護

度

者が労働等により昼間

評

家庭にいない小

主
た
る

価

内
容

○開設クラブ
学生

）

の児童に対し、放課後

刈

に安心して過ごす 　・

谷

市内15小学校
ことが

市

できる居場所を確保し

事

、その健全な育 ○開設

務

日
成を図る。 　・毎日

事

（日曜日、年末年始を

業

除く）
○開設時間
　・

評

平日：下校時から19

価

時まで
　・土曜日、祝

シ

日等学校休業日：7時

ー

30分か　
　　ら19

ト

時まで
○利用料金
　・

（

5,000円/月

位
置

様

づ
け

関連計画 刈谷市こ

式

ども計画

根拠法令 児童

１

福祉法、刈谷市放課後

）

児童健全育成事業の設

会

備及び運営に関する基

計

準を定める条例

対象者

名

児童 事業期間 昭和５５

担

年度 ～

実施方法 ■直営

当

　□委託　□指定管理

部

　□補助・助成　□そ

次

の他

世代育成部

一般会

Ｂ
　
事
　
業
　

計

実
　
績

５年度実績 ６年

放

度実績 ７年度実績 ８年

課

度計画

・15小学校で

後

実施 ・15小学校で実

児

施 ・15小学校で実施

童

・15小学校で実施
　

ク

（39児童クラブ） 　

ラ

（39児童クラブ） 　

ブ

（40児童クラブ） 　

運

（42児童クラブ）
　

営

定員　：1,560人

事

　定員　：1,560

業

人 　定員　：1,60

担

0人 　定員　：1,6

当

80人
　登録者：1,

課

800人（4月1日現

子

　登録者：1,973

育

人 　登録者：2,23

て

1人 　登録者：2,3

推

02人
　　　　　在）

進

　　　　　（4月1日

課

現在） 　　　　　（4

款

月1日現在） 　　　　

項

　（4月1日現在）
・

目

かりがね児童クラブ及

担

び亀 ・入退室管理シス

当

テムを導入
　城児童ク

係

ラブにおいて、夏
　休

児

み中の支援単位を増設

童

　放課後児童クラブの

育

活動を通じて児童の健



係

3 2 2

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　放課

令

後児童健全育成事業（

和

放課後児童クラブ運営

８

）は、
・法的業務

高い

年

男女共同参画の促進や

度

少子化が進行する中、

（

仕事と子育て
必要性 ・

令

市民ニーズ、社会需要

和

の両立支援や児童の健

７

全育成対策として重要

年

な役割を担っ
・市民生

度

活上必要である　など

評

ており、社会的に必要

価

とされる事業である。

）

　小学校の授業終了時

刈

間や利用児童数に応じ

谷

て適切な人数
・コスト

市

の節減、費用対効果
高

事

い
の放課後児童クラブ

務

支援員（会計年度任用

事

職員）を配置し
効率性

業

・執行体制の効率性 効

評

率的な運営に努めてい

価

る。　
・手段の最適性

シ

　など

　児童福祉法に

ー

規定される事業であり

ト

、市町村の実情に応
・

（

市が主体となって実施

様

する
普通

じた事業実施

式

及び利用の促進が求め

２

られている。
妥当性 　

）

べき事業であるか
・総

会

合計画との整合性　な

計

ど

　就労等により保護

名

者が昼間家庭にいない

担

児童が、授業終

施策へ

当

の ・施策への貢献度
高

部

い
了後に安心して安全

次

に過ごすことのできる

世

居場所として運
・目標

代

達成度 営しており、就

育

労支援・子育て支援に

成

貢献している。
貢献度

部

・市民サービスへの効

一

果　など

今後の方向性

般

■拡充　□現状維持　

会

□改善・効率化　□縮

計

小　□終期設定　□休

放

止・廃止

　利用希望者

課

の増加に対応するため

後

、適宜、各小学校の状

児

況に合わせて新たなク

童

ラブの整備を行い、受

ク

入体制を整え
る。加え

ラ

て、支援員の確保や支

ブ

援体制の充実等を行い

運

安定的な運営体制を整

営

える。
　利用希望者の

事

増加に伴い、特にマン

業

ション建設が予定され

担

ている中部エリアでは

当

、近い将来小学校内で

課

の増設が難
しくなるこ

子

とが考えられるため、

育

学校敷地外での児童ク

て

ラブ増設の方針を検討

推

する必要がある。

進課

款 項

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ

目

 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　

担

評
　
価
　
∨

当係 児童育成



係 児童福祉係

Ｃ
　
事
　
業
　
コ

3

　
ス
　
ト

単位：千円
５

2

年度 ６年度 ７年度 ８年

7

度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 515,560 0 合計 515,560,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 515,560 0 交付金 515,560,000 円

一般財源 0 0 0 0

職員人件費　② 0 0 2,067 1,270

総事業費（①＋②） 0 0 517,627 1,270

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 物価高対応子育て応援手当支
給事務費補助金（国）

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

度

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

（

事
　
業
　
概
　
要

総合計

令

画
分野 福祉安心

基本施

和

策 子育て支援
施策体系

７

施策の内容 子どもが健

年

やかに生まれ育つ環境

度

づくり

目
　
　
　
的

　長

評

期化する物価高の影響

価

を強く受けている

主
た

）

る
内
容

　児童手当支給

刈

対象児童を養育する父

谷

母等に
子育て世帯を力

市

強く支援し、こどもた

事

ちの健 対し、物価高対

務

応子育て応援手当を支

事

給する｡
やかな成長を

業

応援する。 ○支給額　

評

児童1人につき2万円

価

位
置
づ
け

関連計画

根拠

シ

法令 物価高対応子育て

ー

応援手当支給要領、令

ト

和7年度刈谷市物価高

（

対応子育て応援手当支

様

給要綱

対象者 児童手当

式

支給対象児童を養育す

１

る父母等 事業期間 令和

）

７年度 ～ 令和８年度

実

会

施方法 ■直営　□委託

計

　□指定管理　□補助

名

・助成　□その他

担当部 次世代育成部

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

５

一

年度実績 ６年度実績 ７

般

年度実績 ８年度計画

　

会

　 ・物価高対応子育て

計

応援手当 （Ｒ7繰越分

物

）
　 　 　の支給 ・物価

価

高対応子育て応援手当

高

　 　 　の支給
　 　
　　

対

　――――――― 　　

応

　―――――――

　物

子

価高対応子育て応援手

育

当の対象者を迅速かつ

て

正確に抽出し、2月中

応

旬に初回支給をするこ

援

とができた。また、児

手

童手

成果
当の受給者情

当

報を活用することによ

支

り、支給対象者のうち

給

95％を申請不要のプ

事

ッシュ型による交付と

業

することができた。

課

担

題

指標名称（単位）
実

当

績値 目標値

５年度 ６年

課

度 ７年度 ８年度 １０年

子

度

活動 物価高対応子育

育

て応援手当支給者数 ―

て

― 15,139 122

推

―
指標 （人）
活動 物価

進

高対応子育て応援手当

課

支給対象児童数（人）

款

― ― 25,778 15

項

3 ―
指標

他市との
比較

目

検証

担当



児童福祉係

3 2 7

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理

令

由

　物価高騰により、

和

家計への影響が大きい

８

子育て世帯の方
・法的

年

業務
高い

々に対し、速

度

やかに生活・暮らしの

（

支援を行う必要性があ

令

必要性 ・市民ニーズ、

和

社会需要 る。
・市民生

７

活上必要である　など

年

　住民基本台帳に記録

度

さ度れている市町村に

評

おいて、１８
・コスト

価

の節減、費用対効果
高

）

い
歳到達年度までの児

刈

童の保護者に対して行

谷

う事業であり、
効率性

市

・執行体制の効率性 適

事

正に事業を実施するた

務

めの執行体制を整えて

事

いる。
・手段の最適性

業

　など

　国の物価高騰

評

に対する経済対策とし

価

て、国が定めた交付
・

シ

市が主体となって実施

ー

する
高い

金要領で実施

ト

主体が市町村とされて

（

いる。
妥当性 　べき事

様

業であるか
・総合計画

式

との整合性　など

　効

２

率的に事務を進め速や

）

かに支給することで、

会

事業の目

施策への ・施

計

策への貢献度
高い

的で

名

ある子育て世帯の方々

担

が速やかに生活・暮ら

当

しの支援
・目標達成度

部

が受けられるようにす

次

ることができるため、

世

施策への貢献
貢献度 ・

代

市民サービスへの効果

育

　など 度は高い。

今後

成

の方向性 □拡充　■現

部

状維持　□改善・効率

一

化　□縮小　□終期設

般

定　□休止・廃止

　本

会

事業は国が定めた時限

計

的な事業であり、令和

物

8年度中に終了予定。

価高対応

Ｃ
 
　
Ｈ
 

子

　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　

育

∧
　
評
　
価
　
∨

て応援手当支給事業
担当課 子育て推進課

款 項 目 担当係



福

発見・早期対応が必要

祉

である。

課題

指標名称

係

（単位）
実績値 目標値

3

５年度 ６年度 ７年度 ８

1

年度 １０年度

活動 要保

1

護者対策地域協議会開催回数（回） 1 1 1 1 1
指標
活動 実務者会議開催回数（回） 12 12 12 12 12
指標

　県内全市町村において、要保護児童対策地域協議会又は児童虐待防止ネットワークを設置している。
他市との 　当市においては、要保護児童のみでなく要支援児童、特定妊婦、虐待を受けている高齢者または障害者、
比較検証 配偶者からの暴力を受けた者等を支援する関係機関が連携した要保護者対策地域協議会を設置している。

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 175 120 165 309 合計 164,750 円
報償費 132,120 円

財
　
源

特定財源 62 42 50 76 旅費 21,280 円
使用料及び賃借料 11,350 円

一般財源 113 78 115 233

職員人件費　② 6,522 7,964 9,923 10,583

総事業費（①＋②） 6,697 8,084 10,088 10,892

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 子ども・子育て支援交付金（
国）

９年度以降の事業費見込 0 地域子ども・子育て支援事業
費補助金（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　

年

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

度

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

（

　
概
　
要

総合計画
分野

令

福祉安心

基本施策 子育

和

て支援
施策体系

施策の

７

内容 支援が必要な子ど

年

も・家庭への支援

目
　

度

　
　
的

　地域における

評

、要保護児童、要支援

価

児童、

主
た
る
内
容

○刈

）

谷市要保護者対策地域

刈

協議会の運営
特定妊婦

谷

、虐待を受けている高

市

齢者又は障害 ○実務者

事

会議、ケース検討会議

務

の開催
者、配偶者から

事

の暴力を受けた者等（

業

要保護 ○関係職員の資

評

質の向上を図るための

価

研修会
者）の早期発見

シ

及び適切な保護、また

ー

は支援 　開催
並びにそ

ト

の家族等関係者に対す

（

る適切な支援 ○福祉関

様

係職員や地域住民に対

式

し要保護者に
を図る。

１

　関する理解を深める

）

ための講演会開催

位
置

会

づ
け

関連計画 刈谷市こ

計

ども計画

根拠法令 児童

名

福祉法　児童虐待の防

担

止等に関する法律

対象

当

者 要保護者とその家族

部

等関係者 事業期間 平成

次

１７年度 ～

実施方法 ■

世

直営　□委託　□指定

代

管理　□補助・助成　

育

□その他

成部

一般会計
要保

Ｂ
　
事
　

護

業
　
実
　
績

５年度実績

者

６年度実績 ７年度実績

対

８年度計画

・要保護者

策

対策地域協議会の ・要

地

保護者対策地域協議会

域

の ・要保護者対策地域

協

協議会の ・要保護者対

議

策地域協議会の
　開催

会

　開催 　開催 　開催
・

事

実務者会議の開催 ・実

業

務者会議の開催 ・実務

担

者会議の開催 ・実務者

当

会議の開催
・ケース検

課

討会議の開催 ・ケース

子

検討会議の開催 ・ケー

育

ス検討会議の開催 ・ケ

て

ース検討会議の開催

　

推

要保護者対策地域協議

進

会、実務者会議、ケー

課

ス検討会議等を開催し

款

、関係機関の連携を図

項

るとともに、要保護児

目

童等に

成果
対して早期

担

に適切な支援を行った

当

ことで児童の安全・安

係

心の確保に努めること

児

ができた。

　児童虐待

童

が深刻化する前の早期



当係

Ｃ
　
事
　

児

業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：

童

千円
５年度 ６年度 ７年

福

度 ８年度 ７年度

（決算

祉

） （決算） （決算） （

係

予算） 事業費内訳

事業

3

費　① 10,085 1

2

0,098 10,45

1

3 10,821 合計 10,452,882 円
委託料 7,908,054 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 使用料及び賃借料
2,544,828 円

一般財源 10,085 10,098 10,453 10,821

職員人件費　② 1,458 3,265 1,323 931

総事業費（①＋②） 11,543 13,363 11,776 11,752

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

度

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

（

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

令

計画
分野 福祉安心

基本

和

施策 子育て支援
施策体

７

系
施策の内容 子どもが

年

健やかに生まれ育つ環

度

境づくり

目
　
　
　
的

　

評

子ども・子育て支援関

価

係の各課の業務を一

主

）

た
る
内
容

　子ども・子

刈

育て支援システムの機

谷

器等を借
元的に管理し

市

ている子ども・子育て

事

支援シス り上げるとと

務

もに、システムの保守

事

管理業務
テムの安定的

業

な運用を図る。 を委託

評

する。
＜主なシステム

価

業務＞
①児童手当
②児

シ

童扶養手当
③愛知県遺

ー

児手当
④刈谷市遺児手

ト

当
⑤放課後児童クラブ

（

⑥保育園
⑦幼児園

位
置

様

づ
け

関連計画 刈谷市こ

式

ども計画

根拠法令 子ど

１

も・子育て支援法

対象

）

者 事業期間 平成２７年

会

度 ～

実施方法 □直営　

計

■委託　□指定管理　

名

□補助・助成　□その

担

他

当部 次世代育成部

Ｂ
　
事
　
業
　
実

一

　
績

５年度実績 ６年度

般

実績 ７年度実績 ８年度

会

計画

子ども・子育て支

計

援システム 子ども・子

子

育て支援システム 子ど

ど

も・子育て支援システ

も

ム 子ども・子育て支援

・

システム
の保守管理を

子

行い、安定した の保守

育

管理を行い、安定した

て

の保守管理を行い、安

支

定した の保守管理を行

援

い、安定した
市民サー

シ

ビスの提供を行った｡

ス

市民サービスの提供を

テ

行った｡市民サービス

ム

の提供を行った｡市民

管

サービスの提供を行う

理

｡

　子ども・子育て支

事

援システムの保守管理

業

を適切に行ったことで

担

、安定した運用管理を

当

図ることができた。

成

課

果

課題

指標名称（単位

子

）
実績値 目標値

５年度

育

６年度 ７年度 ８年度 １

て

０年度

指標

指標

他市と

推

の
比較検証

進課

款 項 目 担



1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 5,873 6,922 8,146 10,058 合計 8,145,949 円
報酬 6,186,907 円

財
　
源

特定財源 0 5,655 6,784 7,402 職員手当等 1,801,342 円
旅費 152,700 円

一般財源 5,873 1,267 1,362 2,656 負担金、補助及び
交付金 5,000 円

職員人件費　② 7,289 7,964 9,509 11,853

総事業費（①＋②） 13,162 14,886 17,655 21,911

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 子ども・子育て支援交付金（
国）

９年度以降の事業費見込 0 地域子ども・子育て支援事業
費補助金（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 福祉安心

基

令

本施策 子育て支援
施策

和

体系
施策の内容 支援が

７

必要な子ども・家庭へ

年

の支援

目
　
　
　
的

　家

度

庭における適正な児童

評

養育及び家庭児童

主
た

価

る
内
容

　家庭児童相談

）

室を設置し、児童福祉

刈

専門職
福祉の向上を図

谷

る。 員として家庭児童

市

相談員を配置すること

事

によ
り、家庭児童の福

務

祉に関する業務のうち

事

、専
門的知識・技術を

業

必要とする相談事項に

評

つい
て、深度のある指

価

導助言を行う。

位
置
づ

シ

け

関連計画 刈谷市こど

ー

も計画

根拠法令 市町村

ト

子ども家庭支援指針

対

（

象者 市民 事業期間 昭和

様

５７年度 ～

実施方法 ■

式

直営　□委託　□指定

１

管理　□補助・助成　

）

□その他

会計名 担当部 次世

Ｂ
　
事
　

代

業
　
実
　
績

５年度実績

育

６年度実績 ７年度実績

成

８年度計画

・児童相談

部

の実施 ・児童相談の実

一

施 ・児童相談の実施 ・

般

児童相談の実施
・主任

会

児童委員・家庭児童相

計

・主任児童委員・家庭

家

児童相 ・主任児童委員

庭

・家庭児童相 ・主任児

児

童委員・家庭児童相
　

童

談員連絡会の開催 　談

相

員連絡会の開催 　談員

談

連絡会の開催 　談員連

事

絡会の開催
・市立の全

業

小中学校の小学5年
　

担

生以上を対象としたヤ

当

ング
　ケアラー実態調

課

査の実施

　児童虐待対

子

応において関係機関と

育

連携を図るとともに、

て

早期に適切な支援を行

推

ったことで、児童の安

進

全・安心の確保に

成果

課

努めることができた。

款

　児童虐待に対し早期

項

に対応していくため、

目

より一層の関係機関と

担

の連携強化が必要であ

当

る。

課題

指標名称（単

係

位）
実績値 目標値

５年

児

度 ６年度 ７年度 ８年度

童

１０年度

活動 相談対応

福

件数（件） 220 18

祉

1 239 ― ―
指標

指標

係

　　　　　　　　　　

3

　　
他市との
比較検証

2



童

８年度 ７年度

（決算）

福

（決算） （決算） （予

祉

算） 事業費内訳

事業費

係

　① 2,308 2,3

3

08 2,308 2,3

2

25 合計 2,308,

1

152 円
委託料 924,000 円

財
　
源

特定財源 1,538 1,538 1,538 1,314 使用料及び賃借料
1,384,152 円

一般財源 770 770 770 1,011

職員人件費　② 3,606 4,141 3,804 1,355

総事業費（①＋②） 5,914 6,449 6,112 3,680

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 子ども・子育て支援交付金（
国）

９年度以降の事業費見込 0 地域子ども・子育て支援事業
費補助金（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　

年

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

度

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

（

業
　
概
　
要

総合計画
分

令

野 福祉安心

基本施策 子

和

育て支援
施策体系

施策

７

の内容 支援が必要な子

年

ども・家庭への支援

目

度

　
　
　
的

　児童虐待、

評

ひとり親、ＤＶ相談等

価

を一元的

主
た
る
内
容

　

）

家庭児童相談システム

刈

の機器等を借り上げ
に

谷

管理している家庭児童

市

相談システムの安定 る

事

とともにシステムの保

務

守管理を委託する。
的

事

な運用を図る。

位
置
づ

業

け

関連計画 刈谷市こど

評

も計画

根拠法令 児童福

価

祉法、児童虐待防止法

シ

、DV防止法、市町村

ー

子ども家庭支援指針

対

ト

象者 事業期間 令和４年

（

度 ～

実施方法 □直営　

様

■委託　□指定管理　

式

□補助・助成　□その

１

他

）

会計名 担当部 次

Ｂ
　
事
　
業
　
実

世

　
績

５年度実績 ６年度

代

実績 ７年度実績 ８年度

育

計画

家庭児童相談シス

成

テムの保守 家庭児童相

部

談システムの保守 家庭

一

児童相談システムの保

般

守 家庭児童相談システ

会

ムの保守
管理を行い、

計

迅速かつ適切な 管理を

家

行い、迅速かつ適切な

庭

管理を行い、迅速かつ

児

適切な 管理を行い、迅

童

速かつ適切な
相談支援

相

を行った。 相談支援を

談

行った。 相談支援を行

シ

った。 相談支援を行う

ス

。

　家庭児童相談シス

テ

テムの保守管理を適切

ム

に行ったことで、安定

管

した運用管理を図るこ

理

とができた。

成果

　全

事

国統一の情報共有シス

業

テムとの情報連携の活

担

用を図る必要がある。

当

課題

指標名称（単位）

課

実績値 目標値

５年度 ６

子

年度 ７年度 ８年度 １０

育

年度

指標

指標

他市との

て

比較検証

推進課

款 項 目 担当

Ｃ
　
事
　
業

係

　
コ
　
ス
　
ト

単位：千

児

円
５年度 ６年度 ７年度



1

度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,455,761 2,824,590 3,666,922 3,756,176 合計 3,666,922,222 円
報酬 3,547,992 円

財
　
源

特定財源 2,073,858 2,462,159 3,327,983 3,410,784 職員手当等 544,824 円
旅費 77,750 円

一般財源 381,903 362,431 338,939 345,392 需用費 106,656 円
役務費 970,000 円

職員人件費　② 10,819 10,034 7,359 8,720 扶助費 3,661,675,000 円

総事業費（①＋②） 2,466,580 2,834,624 3,674,281 3,764,896

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 児童手当交付金（国）
児童手当負担金（県）

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 福祉安心

基

令

本施策 子育て支援
施策

和

体系
施策の内容 支援が

７

必要な子ども・家庭へ

年

の支援

目
　
　
　
的

　家

度

庭等における生活の安

評

定に寄与するとと

主
た

価

る
内
容

　下記の月額で

）

手当を支給する。
もに

刈

、次代の社会を担う児

谷

童の健やかな成長 　【

市

第1・2子】3歳未満

事

 　　　  15,0

務

00円
を支援するため

事

、国の制度に基づいて

業

児童手 　　　　　　 

評

 3歳～高校生年代 

価

10,000円
当を支

シ

給する。 　【第3子～

ー

】 0歳～高校生年代

ト

 30,000円

位
置

（

づ
け

関連計画 刈谷市こ

様

ども計画

根拠法令 児童

式

手当法

対象者 18歳年

１

齢到達年度までの児童

）

の養育者 事業期間 昭和

会

４９年度 ～

実施方法 ■

計

直営　□委託　□指定

名

管理　□補助・助成　

担

□その他

当部 次世代育成部

Ｂ
　
事
　

一

業
　
実
　
績

５年度実績

般

６年度実績 ７年度実績

会

８年度計画

・児童手当

計

の支給 ・児童手当の支

児

給 ・児童手当の支給 ・

童

児童手当の支給

　児童

手

手当の支給・管理を制

当

度に従い適正に行うこ

支

とにより、家庭等にお

給

ける生活の安定に寄与

事

することができた。

成

業

果

　手続未完了者及び

担

過払金の返還者に対す

当

る督促を行う必要があ

課

る。

課題

指標名称（単

子

位）
実績値 目標値

５年

育

度 ６年度 ７年度 ８年度

て

１０年度

活動 児童手当

推

受給者数（10月期払

進

い） 11,441 11

課

,131 14,014

款

― ―
指標 （人）

 
指標

項

 
他市との
比較検証

目 担当係 児童福祉係

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　

3

ト

単位：千円
５年度 ６

2

年度 ７年度 ８年度 ７年



3

,450円 　（令和7

2

年4月1日改正） 　（

1

令和8年4月1日改正）
　（令和5年4月1日改正） 　（令和6年4月1日改正、令和

6年10月1日以降は3人目以降も
1人10,750円）

　手当を受給するひとり親家庭等に対して生活の安定と自立の促進をすることができた。

成果

　更新手続きを行わない受給者、時効により受給資格を失う者が毎年いる。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 １０年度

活動 児童扶養手当受給者数（人） 596 606 561 ― ―
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 308,757 319,003 326,114 352,317 合計 326,114,070 円
需用費 113,300 円

財
　
源

特定財源 102,748 105,925 107,388 117,266 役務費 404,000 円
扶助費 325,596,770 円

一般財源 206,009 213,078 218,726 235,051

職員人件費　② 7,136 8,601 8,104 6,900

総事業費（①＋②） 315,893 327,604 334,218 359,217

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円

Ｄ

） 0 ７年度特定財源名

　

称

７年度までの累積事

　

業費 0 児童扶養手当負

　

担金（国）

９年度以降

Ｏ

の事業費見込 0

　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 福祉安

令

心

基本施策 子育て支援

和

施策体系
施策の内容 支

７

援が必要な子ども・家

年

庭への支援

目
　
　
　
的

度

　父又は母と生計を同

評

じくしない児童を育成

価

主
た
る
内
容

　母子家庭

）

の母又は父子家庭の父

刈

（父又は母
する家庭の

谷

生活の安定と自立の促

市

進に寄与す が重度の障

事

害の状態にあるものを

務

含む）に対
るため、当

事

該児童について児童扶

業

養手当を支 し児童扶養

評

手当を支給する。
給し

価

、もって児童の福祉の

シ

増進を図る。 　支給額

ー

（月額）
　　1人目　

ト

　  46,690円

（

　　2人目以降　11

様

,030円
　所得制限

式

　有　
　支給月　5月

１

、7月、9月、11月

）

、1月、3月

位
置
づ
け

会

関連計画 刈谷市こども

計

計画

根拠法令 児童扶養

名

手当法

対象者 母子家庭

担

の母又は父子家庭の父

当

事業期間 昭和３７年度

部

～

実施方法 ■直営　□

次

委託　□指定管理　□

世

補助・助成　□その他

代育成部

一般会計
児

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

童

績

５年度実績 ６年度実

扶

績 ７年度実績 ８年度計

養

画

・児童扶養手当の支

手

給 ・児童扶養手当の支

当

給 ・児童扶養手当の支

支

給 ・児童扶養手当の支

給

給
　支給額 　支給額 　

事

支給額 　支給額
　1人

業

目　43,070円→

担

44,140円　1人

当

目　44,140円→

課

45,500円　1人

子

目　45,500円→

育

46,690円　1人

て

目　46,690円→

推

48,050円
　2人

進

目　10,170円→

課

10,420円　2人

款

目　10,420円→

項

10,750円　2人

目

目以降　 　2人目以降

担

　
　3人目以降 　3人

当

目以降 　1人　10,

係

750円→11,03

児

0円 　1人　11,0

童

30円→11,350

福

円
　1人　6,100

祉

円→6,250円 　1

係

人　6,250円→6



1

度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 50,088 50,491 50,765 53,000 合計 50,764,800 円
扶助費 50,764,800 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 50,088 50,491 50,765 53,000

職員人件費　② 2,455 3,345 3,142 3,005

総事業費（①＋②） 52,543 53,836 53,907 56,005

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 福祉安心

基

令

本施策 子育て支援
施策

和

体系
施策の内容 支援が

７

必要な子ども・家庭へ

年

の支援

目
　
　
　
的

　遺

度

児の健全な育成と福祉

評

の増進を図る。

主
た
る

価

内
容

　母子家庭の母又

）

は父子家庭の父（父又

刈

は母
が一定以上の障害

谷

の状態にあるものを含

市

む）
に対し遺児手当を

事

支給する。
　支給額　

務

　月額2,400円
　

事

　　　　　所得制限無

業

し
　支給月　　3月（

評

10～3月分）
　　　

価

　　　9月（4～9月

シ

分）

位
置
づ
け

関連計画

ー

刈谷市こども計画

根拠

ト

法令 刈谷市遺児手当支

（

給条例

対象者 母子家庭

様

の母又は父子家庭の父

式

事業期間 昭和４６年度

１

～

実施方法 ■直営　□

）

委託　□指定管理　□

会

補助・助成　□その他

計名 担当部 次世代育

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

成

績

５年度実績 ６年度実

部

績 ７年度実績 ８年度計

一

画

・遺児手当の支給 ・

般

遺児手当の支給 ・遺児

会

手当の支給 ・遺児手当

計

の支給

　手当を受給す

遺

るひとり親家庭等に対

児

して生活の安定と自立

手

の促進をすることがで

当

きた。

成果

　愛知県の

支

遺児手当は支給期間に

給

ついて支給事由発生か

事

ら5年間に限ることと

業

しているほか、所得制

担

限を設けている。市

の

当

遺児手当についても、

課

これら支給要件等につ

子

いて検討する必要があ

育

る。
課題

指標名称（単

て

位）
実績値 目標値

５年

推

度 ６年度 ７年度 ８年度

進

１０年度

活動 遺児手当

課

受給者数（人） 1,2

款

14 1,172 1,1

項

56 ― ―
指標

 
指標

 

目

他市との
比較検証

担当係 児童福祉係

Ｃ

3

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

2

単位：千円
５年度 ６年



2

ているものの、件数が

1

少なく周知が必要である。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 １０年度

活動 相談指導件数（件） 443 421 538 ― ―
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,665 4,319 4,606 5,117 合計 4,605,844 円
報酬 3,287,445 円

財
　
源

特定財源 0 0 1 1 職員手当等 1,227,019 円
旅費 89,880 円

一般財源 3,665 4,319 4,605 5,116 需用費 500 円
負担金、補助及び

職員人件費　② 4,143 3,504 2,811 2,117 交付金 1,000 円

総事業費（①＋②） 7,808 7,823 7,417 7,234

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 母子父子寡婦福祉資金事務交
付金

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

年

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

度

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

（

総合計画
分野 福祉安心

令

基本施策 子育て支援
施

和

策体系
施策の内容 支援

７

が必要な子ども・家庭

年

への支援

目
　
　
　
的

　

度

母子・父子家庭及び寡

評

婦の生活安定と向上

主

価

た
る
内
容

　母子等自立

）

支援員を配置し、母子

刈

・父子家
のために必要

谷

な措置を講じ、もって

市

母子・父 庭及び寡婦に

事

対し、相談、指導、就

務

業能力の
子家庭及び寡

事

婦の福祉の増進を図る

業

。 向上及び求職活動に

評

関する支援を行う。

位

価

置
づ
け

関連計画 刈谷市

シ

こども計画

根拠法令 母

ー

子及び父子並びに寡婦

ト

福祉法　母子家庭の母

（

及び父子家庭の父の就

様

業の支援に関する特別

式

措置法

対象者 母子家庭

１

、父子家庭、寡婦 事業

）

期間 平成１５年度 ～

実

会

施方法 ■直営　□委託

計

　□指定管理　□補助

名

・助成　□その他

担当部 次世代育成部

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

５

一

年度実績 ６年度実績 ７

般

年度実績 ８年度計画

・

会

母子等自立支援員を配

計

置し､・母子等自立支

ひ

援員を配置し､・母子

と

等自立支援員を配置し

り

､・母子等自立支援員

親

を配置し､
　相談、指

等

導、就業能力の向 　相

相

談、指導、就業能力の

談

向 　相談、指導、就業

事

能力の向 　相談、指導

業

、就業能力の向
　上及

担

び求職活動に関する支

当

　上及び求職活動に関

課

する支 　上及び求職活

子

動に関する支 　上及び

育

求職活動に関する支
　

て

援の実施 　援の実施 　

推

援の実施 　援の実施

　

進

生活一般、児童、生活

課

援護等の多様なニーズ

款

に応じた寄り添い型の

項

支援を行ったことで、

目

必要な支援につなぐこ

担

とがで

成果
きた。

　相

当

談を受けた時点では、

係

一定の成果がでている

児

感触があるものの、そ

童

の後の自立等に関して

福

は追跡がしにくく、支

祉

援の

成果を把握しにく

係

い状況にある。また、

3

父子家庭の相談も受け



事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 4,920 0 0 15,194 合計 0 円

財
　
源

特定財源 3,598 0 0 11,329

一般財源 1,322 0 0 3,865

職員人件費　② 3,836 4,380 3,390 2,709

総事業費（①＋②） 8,756 4,380 3,390 17,903

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 福祉安心

基本施

令

策 子育て支援
施策体系

和

施策の内容 支援が必要

７

な子ども・家庭への支

年

援

目
　
　
　
的

　配偶者

度

のない女性とその者の

評

監護すべき児

主
た
る
内

価

容

　配偶者のない女性

）

とその者の監護すべき

刈

児
童の福祉に欠けると

谷

ころがある場合、施設

市

に 童が入所した母子生

事

活支援施設に対し、母

務

子
入所させて保護する

事

とともに、自立の促進

業

の 生活支援施設措置費

評

を給付する。
ためにそ

価

の生活の支援を図る。

シ

位
置
づ
け

関連計画 刈谷

ー

市こども計画

根拠法令

ト

児童福祉法　刈谷市児

（

童福祉法施行細則

対象

様

者 住居のない女性とそ

式

の児童 事業期間 ～

実施

１

方法 ■直営　□委託　

）

□指定管理　□補助・

会

助成　□その他

計名 担当部 次世代

Ｂ

育

　
事
　
業
　
実
　
績

５年

成

度実績 ６年度実績 ７年

部

度実績 ８年度計画

・女

一

性相談の実施 ・女性相

般

談の実施 ・女性相談の

会

実施 ・女性相談の実施

計

・母子生活支援施設の

施

措置の ・母子生活支援

設

施設の利用相 ・母子生

措

活支援施設の利用相 ・

置

母子生活支援施設の措

事

置の
　実施 　談及び利

業

用検討 　談及び利用検

担

討 　実施

　母子生活支

当

援施設への措置入所希

課

望の母子に相談対応し

子

、施設利用の検討を行

育

った。

成果

　相談体制

て

を充実させ、迅速に一

推

時保護や施設入所につ

進

なげられるよう業務を

課

遂行することが必要で

款

ある。

課題

指標名称（

項

単位）
実績値 目標値

５

目

年度 ６年度 ７年度 ８年

担

度 １０年度

活動 措置入

当

所世帯数（世帯） 3 0

係

0 ― ―
指標

 
指標

 
他

児

市との
比較検証

童福祉係

3 2 1

Ｃ
　



児

ことができた。

成果

　

童

平成16年度から実施

福

しているが、利用率は

祉

低い事業である。利用

係

率を上げることを目標

3

にする事業ではないが

2

、潜在的

な利用希望者

1

への周知等は必要である。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 １０年度

活動 家庭生活支援員派遣家庭件数（件） 1 2 2 ― ―
指標
活動 家庭生活支援員派遣回数（回） 24 75 33 ― ―
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 189 476 310 1,194 合計 309,784 円
委託料 309,784 円

財
　
源

特定財源 144 272 225 886

一般財源 45 204 85 308

職員人件費　② 844 1,513 992 762

総事業費（①＋②） 1,033 1,989 1,302 1,956

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 ひとり親家庭等日常生活支援
事業費補助金（県）

９年度以降の事業費見込 0 ひとり親家庭等日常生活支援
利用負担金

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ

年

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

度

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

（

　
業
　
概
　
要

総合計画

令

分野 福祉安心

基本施策

和

子育て支援
施策体系

施

７

策の内容 支援が必要な

年

子ども・家庭への支援

度

目
　
　
　
的

　母子家庭

評

の母、父子家庭の父及

価

び寡婦が、

主
た
る
内
容

）

　母子家庭の母等を対

刈

象に、1日につき4時

谷

間
自立促進に必要な事

市

由、社会的な事由又は

事

生 、1月につき10日

務

を限度に、家庭生活支

事

援員を
活環境等の変化

業

により、一時的に日常

評

生活を 派遣し、家事援

価

助を行う。
営むのに支

シ

障が生じている場合に

ー

、家庭生活 ○利用者負

ト

担額（1時間当たり）

（

支援員を派遣し、母子

様

家庭の母、父子家庭の

式

　　生活保護世帯・市

１

民税非課税世帯　0円

）

父及び寡婦の生活の安

会

定を図る。 　　児童扶

計

養手当受給水準の世帯

名

　　150円
　　上記

担

以外の世帯　　　　　

当

　　　300円
○委託

部

先　刈谷市社会福祉協

次

議会

位
置
づ
け

関連計画

世

刈谷市こども計画

根拠

代

法令 母子及び父子並び

育

に寡婦福祉法　刈谷市

成

ひとり親家庭等日常生

部

活支援事業実施要綱

対

一

象者 母子家庭、父子家

般

庭、寡婦 事業期間 平成

会

１６年度 ～

実施方法 □

計

直営　■委託　□指定

ひ

管理　□補助・助成　

と

□その他

り親家庭等日常生

Ｂ
　
事
　

活

業
　
実
　
績

５年度実績

支

６年度実績 ７年度実績

援

８年度計画

・利用者　

事

　　　　 1人 ・利用

業

者　　　　　　2人 ・

担

利用者　　　　　 2

当

人 ・希望者に対し、家

課

庭生活支
・総利用日数

子

　　　24日 ・総利用

育

日数　　　 75日 ・

て

総利用日数　　　33

推

日 　援員を派遣する。

進

・総利用時間　　48

課

時間 ・総利用時間　　

款

134時間 ・総利用時

項

間　　66時間

　派遣

目

依頼者のニーズに合わ

担

せ、適切に家庭生活支

当

援員を派遣することで

係

日常生活の安定を図る



2 2

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 292 81 121 479 合計 121,246 円
役務費 82,746 円

財
　
源

特定財源 166 0 28 251 扶助費 38,500 円

一般財源 126 81 93 228

職員人件費　② 1,688 2,150 2,563 2,032

総事業費（①＋②） 1,980 2,231 2,684 2,511

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

年

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

度

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

（

総合計画
分野 福祉安心

令

基本施策 子育て支援
施

和

策体系
施策の内容 子ど

７

もが健やかに生まれ育

年

つ環境づくり

目
　
　
　

度

的

　保護者の傷病等に

評

より、家庭における養

価

育

主
た
る
内
容

　近隣市

）

の乳児院、児童養護施

刈

設等及び市内
が一時的

谷

に困難となった児童を

市

児童福祉施設 に在住す

事

る養育者への委託によ

務

り、ショート
等におい

事

て一定期間養育するこ

業

とにより、児 ステイを

評

実施する。
童の福祉の

価

増進を図る。 　　

位
置

シ

づ
け

関連計画 刈谷市こ

ー

ども計画

根拠法令 子育

ト

て短期支援事業実施要

（

綱

対象者 市内在住の1

様

8歳未満の児童 事業期

式

間 平成１４年度 ～

実施

１

方法 □直営　■委託　

）

□指定管理　□補助・

会

助成　□その他

計名 担当部 次世代

Ｂ

育

　
事
　
業
　
実
　
績

５年

成

度実績 ６年度実績 ７年

部

度実績 ８年度計画

・実

一

施施設と委託契約 ・実

般

施施設と委託契約 ・実

会

施施設と委託契約 ・実

計

施施設と委託契約
・養

子

育者と委託契約 ・養育

育

者と委託契約 ・養育者

て

と委託契約 ・養育者と

短

委託契約
・ショートス

期

テイ事業の実施 ・ショ

支

ートステイ事業の利用

援

・ショートステイ事業

事

の実施 ・ショートステ

業

イ事業の実施
　相談及

担

び利用検討

　10施設

当

及び市内養育者と契約

課

を結び、利用者が幅広

子

く利用できるよう環境

育

を確保し、利用希望者

て

のニーズに応じた施設

推

成果
等とのマッチング

進

を行い、2件の利用に

課

結びつけることができ

款

た。

　緊急時に対応で

項

きるように、幅広い環

目

境整備が必要である。

担

課題

指標名称（単位）

当

実績値 目標値

５年度 ６

係

年度 ７年度 ８年度 １０

児

年度

活動 施設利用日数

童

（日） 29 0 7 30 3

福

0
指標
活動 養育者利用

祉

日数（日） 6 0 0 10

係

10
指標

 
他市との
比

3

較検証



福

0
指標

他市との
比較検

祉

証

係

3 2 2

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,100 990 880 1,694 合計 880,000 円
需用費 880,000 円

財
　
源

特定財源 1,100 990 880 1,694

一般財源 0 0 0 0

職員人件費　② 2,379 3,265 3,390 1,778

総事業費（①＋②） 3,479 4,255 4,270 3,472

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 広告料収入

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　

年

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

度

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

（

　
概
　
要

総合計画
分野

令

福祉安心

基本施策 子育

和

て支援
施策体系

施策の

７

内容 地域における子ど

年

も・子育て支援

目
　
　

度

　
的

　子育て世帯が子

評

育てに必要な情報を入

価

手し

主
た
る
内
容

　冊子

）

としての利便性向上を

刈

図るため、外部
やすく

谷

することで、子育て支

市

援サービスの利 委託に

事

よりカラーで子育てガ

務

イドブックを作
用促進

事

を図る。 成する。また

業

、広告収入により費用

評

負担を抑
制する。
　発

価

行部数：5,000部

シ

位
置
づ
け

関連計画 刈谷

ー

市こども計画

根拠法令

ト

対象者 事業期間 ～

実施

（

方法 □直営　■委託　

様

□指定管理　□補助・

式

助成　□その他

１）

会計名 担当部

Ｂ

次

　
事
　
業
　
実
　
績

５年

世

度実績 ６年度実績 ７年

代

度実績 ８年度計画

外部

育

委託、フルカラー印刷

成

、 外部委託、フルカラ

部

ー印刷、 外部委託、フ

一

ルカラー印刷、 外部委

般

託、フルカラー印刷、

会

広告掲載による方法で

計

子育て 広告掲載による

子

方法で子育て 広告掲載

育

による方法で子育て 広

て

告掲載による方法で子

ガ

育て
ガイドブックを作

イ

成した。 ガイドブック

ド

を作成した。 ガイドブ

ブ

ックを作成する。 ガイ

ッ

ドブックを作成する。

ク

　フルカラー印刷によ

作

り子育て支援に関する

成

情報を見やすく掲載し

事

、情報発信を効果的に

業

行うことができた。

成

担

果

　子育て世帯に必要

当

な情報を発信できるよ

課

う、一層の内容の充実

子

を図るため、他部署や

育

他市の冊子作成方法や

て

業者選定方

法について

推

比較研究し、最善の方

進

法を検討する。
課題

指

課

標名称（単位）
実績値

款

目標値

５年度 ６年度 ７

項

年度 ８年度 １０年度

活

目

動 公募参加事業者数（

担

者） 2 2 2 2 3
指標
成

当

果 子育てガイドブック

係

配布数（冊） 5,00

児

0 5,000 5,00

童

0 5,000 5,00



童

ことができた。

　かり

育

がね第4児童クラブ及

成

び亀城第4児童クラブ

係

の整備により、定員の

3

拡充を図ることができ

2

た（令和8年4月から

2

開設）

。

　利用希望者の増加に伴い、特にマンション建設が予定されている中部エリアでは、近い将来小学校内での増設が難しく

なることが考えられるため、学校敷地外での児童クラブ増設の方針を検討する必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 １０年度

成果 放課後児童クラブ累計整備数 39 39 40 42 44
指標 （クラブ）

指標
 

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,441 5,224 641 750 合計 641,164 円
需用費 107,840 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 備品購入費 533,324 円

一般財源 2,441 5,224 641 750

職員人件費　② 2,686 2,787 2,894 4,233

総事業費（①＋②） 5,127 8,011 3,535 4,983

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　

年

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

度

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

（

業
　
概
　
要

総合計画
分

令

野 福祉安心

基本施策 子

和

育て支援
施策体系

施策

７

の内容 仕事と子育ての

年

両立支援

目
　
　
　
的

　

度

放課後児童クラブを整

評

備することにより、

主

価

た
る
内
容

○利用者増加

）

に対する受入れ整備の

刈

ための備
定員の拡充と

谷

活動内容の充実を図る

市

。 　品等の購入
　また

事

、施設及び設備の修繕

務

等を行い、放課 ○各放

事

課後児童クラブに必要

業

な設備の設置
後児童ク

評

ラブの円滑な運営に努

価

める。

位
置
づ
け

関連計

シ

画 刈谷市こども計画

根

ー

拠法令 児童福祉法、刈

ト

谷市放課後児童健全育

（

成事業の設備及び運営

様

に関する基準を定める

式

条例

対象者 児童 事業期

１

間 昭和５５年度 ～

実施

）

方法 ■直営　□委託　

会

□指定管理　□補助・

計

助成　□その他

名 担当部 次世代育

Ｂ

成

　
事
　
業
　
実
　
績

５年

部

度実績 ６年度実績 ７年

一

度実績 ８年度計画

・育

般

成室拡張工事 ・門扉改

会

修工事 ・第4クラブ整

計

備 ・申請者数の増加に

放

伴い、新
　　衣浦児童

課

クラブ 　　小高原児童

後

クラブ 　　かりがね児

児

童クラブ 規クラブを整

童

備する。
・育成室窓網

ク

戸設置工事 ・玄関庇改

ラ

修工事 　　亀城児童ク

ブ

ラブ
　　小垣江児童ク

施

ラブほか 　　衣浦児童

設

クラブ ・夏休み限定の

整

増設
・第4クラブ整備

備

・第4クラブ整備（夏

事

休み） 　　富士松南児

業

童クラブ
　住吉児童ク

担

ラブ 　　かりがね児童

当

クラブ 　　平成児童ク

課

ラブ
　　亀城児童クラ

子

ブ 　　かりがね児童ク

育

ラブ
・第3クラブ整備

て

　　小高原児童クラブ

推

　　双葉児童クラブ 　

進

　住吉児童クラブ
　　

課

亀城児童クラブ
　富士

款

松南、平成、かりがね

項

、小高原、住吉、亀城

目

の各児童クラブにおい

担

て、夏休みのみ1クラ

当

ブ増設し、学校休業期

係

間

成果
中の一時的な利

児

用者の増加に対応する



成

のイベント実施を支援

係

することができた。

　

3

市内の単位子ども会へ

2

の補助金の交付により

2

、地域の子どもの健全育成を支援することができた。

　

　子ども会会員数の減少及び単位子ども会の退会がみられるため、会員数及び加入子ども会数を維持できるよう子ども会

活動の支援の在り方について検討する必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 １０年度

刈谷市子ども会育成連絡協議会加入単位子ども会数 49 46 38 37 37
指標 （団体）

指標
刈谷市：38団体、1.261人　安城市：79団体、3,213人　碧南市：20団体、2,568人　 　

他市との 岡崎市：79団体、3,972人   西尾市：243団体、6,443人　みよし市：15団体、2,101人
比較検証 （愛知県子ども会連絡協議会作成資料より　子ども会連絡協議会組織状況　令和7年4月1日現在）

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 765 721 944 1,223 合計 943,607 円
報償費 9,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 旅費 4,380 円
使用料及び賃借料 84,340 円

一般財源 765 721 944 1,223 負担金、補助及び
交付金 845,887 円

職員人件

Ｄ

費　② 2,302 3,

　

982 2,894 2,

　

963

総事業費（①＋

　

②） 3,067 4,7

Ｏ

03 3,838 4,1

　

86

建
設
事
業

全体事業

　

費（単位：千円） 0 ７

∧

年度特定財源名称

７年

　

度までの累積事業費 0

　

９年度以降の事業費見

実

込 0

　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ

年

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

度

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

（

概
　
要

総合計画
分野 福

令

祉安心

基本施策 子育て

和

支援
施策体系

施策の内

７

容 地域における子ども

年

・子育て支援

目
　
　
　

度

的

　刈谷市子ども会が

評

活発に活動できるよう

価

、

主
た
る
内
容

○刈谷市

）

子ども会育成連絡協議

刈

会の育成及び
刈谷市子

谷

ども会育成連絡協議会

市

の運営及び事 活動補助

事

務を支援し、会の育成

務

を図る。 ○市内の単位

事

子ども会の活動補助
　

業

また、刈谷市子ども会

評

育成連絡協議会に所
属

価

する地域の子ども会を

シ

補助することで、よ
り

ー

活発な活動を促進する

ト

とともに、児童の健
全

（

育成を図る。

位
置
づ
け

様

関連計画 刈谷市子ども

式

計画

根拠法令 児童福祉

１

法

対象者 子ども会 事業

）

期間 昭和３６年度 ～

実

会

施方法 ■直営　□委託

計

　□指定管理　■補助

名

・助成　□その他

担当部 次世代育成部

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

５

一

年度実績 ６年度実績 ７

般

年度実績 ８年度計画

・

会

刈谷市子ども会育成連

計

絡協 ・刈谷市子ども会

子

育成連絡協 ・刈谷市子

ど

ども会育成連絡協 ・刈

も

谷市子ども会育成連絡

会

協
　議会の活動費補助

活

及び事務 　議会の活動

動

費補助及び事務 　議会

育

の活動費補助及び事務

成

　議会の活動費補助及

支

び事務
　補助 　補助 　

援

補助 　補助
・刈谷市子

事

ども会育成連絡協 ・刈

業

谷市子ども会育成連絡

担

協 ・刈谷市子ども会育

当

成連絡協 ・刈谷市子ど

課

も会育成連絡協
　議会

子

に加入している単位子

育

　議会に加入している

て

単位子 　議会に加入し

推

ている単位子 　議会に

進

加入している単位子
　

課

ども会への活動費補助

款

　ども会への活動費補

項

助 　ども会への活動費

目

補助 　ども会への活動

担

費補助

　刈谷市子ども

当

会育成連絡協議会への

係

活動補助及び事務補助

児

により、レクリエーシ

童

ョン大会やお楽しみ会

育

、子ども会大会

成果
等



3

体の情報交換・共有の

2

場となり、ネットワー

2

クを構築することができ

た。

　団体の活動に対し補助金を交付するだけでなく、団体の構成員の高齢化による人手不足や活動の周知等への支援に取り

組む必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 １０年度

活動 子育て支援団体ネットワーク会議開催回数（回） 2 2 2 2 2
指標
成果 子育て支援ネットワーク会議参加団体数（団体） 11 12 10 12 13
指標

 安城市　経費の2/3　10～29人　30,000円　　　刈谷市　10人以上　発足から5年以内　　5万円
他市との 　　　　　　　　　　　～49人　48,000円　　　　　　　　　　　　　　　　6年目以降　4万円
比較検証 　　　　　　　　　　　～69人　72,000円　

　　　　　　　　　　　70人～　96,000円

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 320 368 330 410 合計 330,284 円
報償費 6,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 需用費 3,274 円
負担金、補助及び

一般財源 320 368 330 410 交付金 321,010 円

職員人件費　② 691 2,469 1,819 2,1

Ｄ

17

総事業費（①＋②

　

） 1,011 2,83

　

7 2,149 2,52

　

7

建
設
事
業

全体事業費

Ｏ

（単位：千円） 0 ７年

　

度特定財源名称

７年度

　

までの累積事業費 0

９

∧

年度以降の事業費見込

　

0

　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 福祉安

令

心

基本施策 子育て支援

和

施策体系
施策の内容 地

７

域における子ども・子

年

育て支援

目
　
　
　
的

　

度

地域等を拠点とした子

評

育て支援団体の活動

主

価

た
る
内
容

〇子育て支援

）

団体ネットワーク会議

刈

の開催
を支援すること

谷

により、親同士、子ど

市

も同士 〇地域子育支援

事

団体へ補助金の交付
の

務

交流拡大、身近な子育

事

ての相談相手の確保 　

業

＜補助限度額＞
を図る

評

。 　　発足から5年以

価

内　  50,000

シ

円
　　　　　　6年目

ー

以降  40,000

ト

円

位
置
づ
け

関連計画 刈

（

谷市こども計画

根拠法

様

令 刈谷市地域組織活動

式

育成事業補助金交付事

１

務取扱基準

対象者 地域

）

を拠点とした子育て支

会

援組織 事業期間 平成２

計

２年度 ～

実施方法 ■直

名

営　□委託　□指定管

担

理　■補助・助成　□

当

その他

部 次世代育成部

一

Ｂ
　
事
　
業

般

　
実
　
績

５年度実績 ６

会

年度実績 ７年度実績 ８

計

年度計画

・子育て支援

地

団体ネットワー ・子育

域

て支援団体ネットワー

組

・子育て支援団体ネッ

織

トワー ・子育て支援団

活

体ネットワー
　ク会議

動

の開催 　ク会議の開催

育

　ク会議の開催 　ク会

成

議の開催
・地域を拠点

事

とした子育て支 ・地域

業

を拠点とした子育て支

担

・地域を拠点とした子

当

育て支 ・地域を拠点と

課

した子育て支
　援組織

子

の活動に補助金を交 　

育

援組織の活動に補助金

て

を交 　援組織の活動に

推

補助金を交 　援組織の

進

活動に補助金を交
　付

課

　 　付　 　付　 　付　

款

　 ・子育て支援組織の

項

活動の啓 ・子育て支援

目

組織の活動の啓
　発 　

担

発

　子育て支援団体の

当

活動に対し補助金を交

係

付することで団体の活

児

動に寄与し、地域の子

童

育て家庭を見守る環境

福

づくりに繋

成果
がった

祉

。対面での会議を2回

係

開催することで、各団



担

Ｃ
　

当

事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単

係

位：千円
５年度 ６年度

児

７年度 ８年度 ７年度

（

童

決算） （決算） （決算

福

） （予算） 事業費内訳

祉

事業費　① 0 0 9,8

係

05 0 合計 9,805

3

,401 円
需用費 7

2

21,833 円

財
　

7

源

特定財源 0 0 9,805 0 役務費 3,452,656 円
委託料 5,630,912 円

一般財源 0 0 0 0

職員人件費　② 0 0 1,654 0

総事業費（①＋②） 0 0 11,459 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 物価高対応子育て応援手当支
給事務費補助金（国）

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

度

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

（

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

令

合計画
分野 福祉安心

基

和

本施策 子育て支援
施策

７

体系
施策の内容 子ども

年

が健やかに生まれ育つ

度

環境づくり

目
　
　
　
的

評

　物価高対応子育て応

価

援手当を適切に支給す

）

主
た
る
内
容

　物価高対

刈

応子育て応援手当を支

谷

給するため
る。 に必要

市

となるシステム改修、

事

通知文送付等の
事務を

務

行う。

位
置
づ
け

関連計

事

画

根拠法令 物価高対応

業

子育て応援手当支給要

評

領、令和7年度刈谷市

価

物価高対応子育て応援

シ

手当支給要綱

対象者 1

ー

8歳年齢到達年度まで

ト

の児童の養育者 事業期

（

間 令和７年度 ～ 令和８

様

年度

実施方法 ■直営　

式

□委託　□指定管理　

１

□補助・助成　□その

）

他

会計名 担当部 次世

Ｂ
　
事
　
業
　
実

代

　
績

５年度実績 ６年度

育

実績 ７年度実績 ８年度

成

計画

　 　 ・物価高対応

部

子育て応援手当 （Ｒ7

一

繰越分）
　 　 　の支給

般

のためのシステム改 ・

会

物価高対応子育て応援

計

手当
　 　 修 　の支給の

物

ための通知送付、
　 　

価

・物価高対応子育て応

高

援手当 　振込手数料
　

対

　　――――――― 　

応

　　――――――― 　

子

の支給のための通知送

育

付、
　振込手数料

　物

て

価高対応子育て応援手

応

当の対象者を迅速かつ

援

正確に抽出し、2月中

手

旬に初回支給をするこ

当

とができた。また、児

支

童手

成果
当の受給者情

給

報を活用することによ

事

り、支給対象者のうち

務

95％を申請不要のプ

事

ッシュ型による交付と

業

することができた。

課

担

題

指標名称（単位）
実

当

績値 目標値

５年度 ６年

課

度 ７年度 ８年度 １０年

子

度

活動
指標
活動
指標

他

育

市との
比較検証

て推進課

款 項 目




